
東京都建設局における道路の
「首都直下地震の想定と対策」について
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東京都 建設局



東京都管理の道路

執行体制と管理規模

11事務所 43管理工区

都管理道路延長 2,241km

☞50年前の1972年の都管理道路延長は2,026km

第一建設事務所

第二建設事務所

第三建設事務所

第四建設事務所

第五建設事務所

第六建設事務所

西多摩建設事務所

南多摩東部建設事務所

南多摩西部建設事務所

北多摩南部建設事務所

北多摩北部建設事務所

凡　例

：建設事務所

：工　区
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■道路の管理延長 ■道路構造物の管理規模 ■道路施設の管理規模 ■橋梁の管理規模

路 線 種 別 延 長 施 設 名 称 規 模 施 設 名 称 規 模 橋 梁 種 別 規 模

一 般 国 道 （ 特 定 区 間 外 ） 74 km 舗 装 約 42,000 千㎡ ト ン ネ ル 127 施設 一 般 橋 梁 1,218 橋

主 要 地 方 道 952 km 照 明 約 180,000 灯 地 下 歩 道 67 施設 横 断 歩 道 橋 579 橋

一 般 都 道 831 km 防 護 柵 約 2,300　km 共 同 溝 13 施設 人 道 橋 104 橋

特 例 都 道 383 km 道 路 標 識 約 33,000 本 道 路 情 報 提 供 装 置 79 施設 合 計 1,901 橋

合 計 2,241km 道 路 反 射 鏡 約 7,500 本 排 水 場 48 施設

都道を維持管理するための執行体制
・都内に建設事務所を１１事務所（区部：６、多摩部：５）配置
・さらに、最前線で維持、管理の業務にあたる管理工区を４３工区配置
・延長約2,200㎞の都道を管理



【参考】 東京都が定める緊急輸送道路
○緊急輸送道路とは…

阪神淡路大震災での教訓を踏まえ、地震直後から発生する緊急輸送を円滑に行うため、
高速自動車国道、一般国道及びこれらを連絡する幹線道路と知事が指定する防災拠点を相互に連絡する道路

緊急輸送道路図
NON SCALE 3

第１次：県庁所在地、地方中心都市及び重要港湾、空港等を連絡する道路
（都管理延長556km）

第２次：第１次緊急輸送道路と市町村役場、主要な防災拠点（行政機関、
公共機関、主要駅、港湾、ヘリポート、災害医療拠点、自衛隊等）
を連絡する道路 （都管理延長581km）

第３次：その他の防災拠点（広域輸送拠点、備蓄倉庫等）を連絡する路線
（都管理延長157km）



○ 都内で最大規模の被害が想定される地震で、震度６強以上の範囲は区部の約６割に広がる。
○ 建物被害は１９４,４３１棟、死者は６,１４８人と想定

冬・夕方（風速８m/s）

物
的
被
害

建物被害 １９４,４３１
（３０４,３００）

棟

要
因
別

揺れ等 ８２,１９９
（１１６,２２４）

棟

火災 １１２,２３２
（１８８,０７６）

棟

人
的
被
害

死者 ６,１４８
（９,６４１）

人

要
因
別

揺れ等 ３,６６６
（５,５６１）

人

火災 ２,４８２
（４,０８１）

人

負傷者 ９３,４３５
（１４７,６１１）

人

要
因
別

揺れ等 ８３,４８９
（１２９,９０２）

人

火災 ９,９４７
（１７,７０９）

人

避難者 約２９９万
（約３３９万）

人

帰宅困難者 約４５３万
（約５１７万）

人

※ ( )は前回想定の東京湾北部地震の被害量
※都心南部直下地震と東京湾北部地震では地震動が

異なり、比較は困難であることに留意が必要
※小数点以下の四捨五入により合計が合わない場合

がある。
※揺れ等には、液状化、急傾斜地等の被害を含む。

全壊棟数分布 焼失棟数分布

都心南部直下地震（M7.3）の震度分布

東京における被害想定（都心南部直下地震）
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○ 震度６強以上の範囲は多摩地域の約２割に広がる。
○ 建物被害は５１,９２８棟、死者は１,４９０人と想定

冬・夕方（風速８m/s）

物
的
被
害

建物被害 ５１,９２８
（８５,７３５）

棟

要
因
別

揺れ等 １６,０６６
（３５,４０７）

棟

火災 ３５,８６２
（５０,３２８）

棟

人
的
被
害

死者 １,４９０
（２,５８２）

人

要
因
別

揺れ等 ７１６
（１,５２６）

人

火災 ７７５
（１,０５６）

人

負傷者 １９,２２９
（３１,６９０）

人

要
因
別

揺れ等 １６,６７２
（２７,７６７）

人

火災 ２,５５６
（３,９２２）

人

避難者 約５９万
（約１０１万）

人

全壊棟数分布 焼失棟数分布

立川断層帯地震（M7.4）の震度分布

※ ( )は前回想定の被害量
※地盤モデルを変更しているため、一概に比較は困

難であることに留意が必要
※小数点以下の四捨五入により合計が合わない場合

がある。
※揺れ等には、液状化、急傾斜地等の被害を含む。

東京における被害想定（立川断層帯地震）
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災害時の対応（地震時）
建設局では、建設機械・資機材や労力の提供等に関する具体的な項目を定めた

「災害時における応急対策業務に関する細目協定」及び「協力承諾書」に基づき、

約５００社の地元協力会社が、緊急輸送道路上の障害物を除去する体制を確保

○ 地元協力会社が担う障害物除去作業分担図や保有する建設機械・資機材等

を明記した作業計画書に基づき作業を実施

大 小 大 小 大 小 大 小 大 小 大
そ
の
他

大 小

Ａ社 03-○○○○-×××× 1 1 1 2 3 1 2 1 10 5 10

Ｂ社 03-○○△△-△△△△ 1 2 1 1 3 5 5 5 2 2 10 7 15

Ｃ社 03-○○××-×△△× 1 1 1 1 2 3 1 2 4 3 2 5 1 1 10 20

Ｄ社 03-○××○-△△×× 3 3 1 1 1 1 5 3 8

Ｅ社 03-△△○○-××○○ 3 3 2 2 5 4 10

Ｆ社 03-××○○-×××× 2 2 2 1 5 1 1 3 5 20

ダ
ン
プ

ク
レ
ー

ン

フ
ォ
ー

ク
リ
フ
ト

ロ
ー

ラ
ー

ブ
レ
ー

カ
ー

会社名
電話番号

（ＦＡＸ番号）

チ

ェ
ー

ン
ソ
ウ

酸
素
切
断
機

土
の
う

セ
メ
ン
ト

パ
ワ
ー

シ
ャ
ベ
ル

ブ
ル
ド
ー

ザ

作
業
員

備考
コ
ン
パ
ク
タ
ー

ジ
ャ
ッ
キ
ー

砕
石

常
温
混
合
材

社
員

職員

砂

東 京 都 建 設 局

道 路 の 緊 急 点 検

道 路 被 災 状 況 及 び

復 旧 状 況 の 把 握

障 害 物 除 去 方 針 の 決 定

道路の緊急点検

障害物除去及び
段差解消等の実作業

建設機械・資機材調書

協 力 会 社

被害
状況

報告

作業指示

復旧完了報告

（震度6弱以上の場合自主的に出動）

Ａ社

Ｂ社

Ｆ社

Ｃ社

Ｄ社

Ｅ社

路線を区分し、
協力会社を配置

障害物除去作業分担図
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災害時の対応（地震時）
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災害時の対応（地震時）
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○ 地元協力会社が担う障害物除去作業分担図や保有する建設機械・資機材等

を明記した作業計画書に基づき作業を実施

大 小 大 小 大 小 大 小 大 小 大
そ
の
他

大 小

Ａ社 03-○○○○-×××× 1 1 1 2 3 1 2 1 10 5 10

Ｂ社 03-○○△△-△△△△ 1 2 1 1 3 5 5 5 2 2 10 7 15

Ｃ社 03-○○××-×△△× 1 1 1 1 2 3 1 2 4 3 2 5 1 1 10 20

Ｄ社 03-○××○-△△×× 3 3 1 1 1 1 5 3 8

Ｅ社 03-△△○○-××○○ 3 3 2 2 5 4 10

Ｆ社 03-××○○-×××× 2 2 2 1 5 1 1 3 5 20

ダ
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（ＦＡＸ番号）
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ザ
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砕
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常
温
混
合
材

社
員

職員

砂

東 京 都 建 設 局

道 路 の 緊 急 点 検

道 路 被 災 状 況 及 び

復 旧 状 況 の 把 握

障 害 物 除 去 方 針 の 決 定

道路の緊急点検

障害物除去及び
段差解消等の実作業

建設機械・資機材調書

協 力 会 社

被害
状況

報告

作業指示

復旧完了報告

（震度6弱以上の場合自主的に出動）

Ａ社

Ｂ社

Ｆ社

Ｃ社

Ｄ社

Ｅ社

路線を区分し、
協力会社を配置

障害物除去作業分担図



災害時の対応 第１次規制（緊急自動車専用路）
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災害時の対応 第２次規制（緊急交通路）
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段差の解消 倒壊電柱の除去 倒壊家屋の除去

倒木の除去 瓦礫の除去 土砂の除去

■総合防災訓練や東京消防庁総合震災消防訓練等において、障害物除去作業を合同で実施し、習熟を図っている。

災害対応力の向上
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